様式第１号（第１０条関係）

年　　　月　　　日
豊田市長　　様

	(申請者)   住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  名称
                                           代表者　役職名及び氏名

補助金交付対象事業者指定申請書

補助金交付対象事業者の指定を受けたいため、豊田市新エネルギー活用促進補助金交付要綱第１０条第１項の規定により、次のとおり申請します。


１　事業者概要
	事業者名
	

	代表者 役職名及び氏名
	

	所在地
	〒

	設立年月日
	年　　　月　　　日

	資本金額又は出資総額
	円　

	常時使用する従業員数
	　　　　　　　　　　　　　　人

	業種
	業  ※1
製造業又は運輸業に属する事業（　　　　          　 業）※2

	事業内容
	

	担当者連絡先
	担当者
	

	
	電話番号
	

	
	Email
	


※1 日本標準産業分類大分類
※2 製造業又は運輸業が主業でない場合、日本標準産業分類中分類を記入

２　事業実施期間
	事業着手(予定)日※1
	年　　　月　　　日

	事業完了(予定)日※2
	年　　　月　　　日


※1 事業着手日とは、補助対象事業を発注する日をいう。
※2 事業完了日とは、補助対象事業に係る全ての支払が完了することをいう。
 
３　補助対象経費
	補助対象経費総額
	　　　　　　　円


※収支予算書（様式第２号）及び見積書と整合がとれること。

４　発電設備等を導入する事業所及び事業計画等の内容
	事業所の名称
	

	事業所の所在地
	〒

	事業所の業種
	☐製造業　　　　☐運輸業　
（　　　　　　　　 　業（※日本標準産業分類中分類））

	事業所の事業内容
	


	事業所の稼働日
	

	補助対象事業計画
	【再生可能エネルギー発電設備枠】※該当があるものすべてに☑
☐再生可能エネルギー発電設備（合計出力　　　　　kＷ）
　　☐太陽光発電設備　  ☐太陽熱発電設備　☐風力発電設備
☐小水力発電設備　　☐地熱発電設備　　☐バイオマス発電設備
☐その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
☐発電設備と付随又は連携して導入する設備
☐発電設備と付随又は連携して導入する充電器
☐発電設備と付随又は連携して導入する蓄電池
☐発電設備と付随又は連携して導入するシステム

【水素活用枠】
【導入する水素活用設備】※該当がするものに☑
☐再生可能エネルギー由来水素活用設備
　水素製造量（　　　　N㎥/h）、水素貯蔵量（　　　　　　N㎥）、水素発電量 (合計出力　　　　ＫＷ)
☐純水素型燃料電池（合計出力　　　　　ＫＷ）、
（水素消費量　　　　N㎥/h、想定年間水素消費量　　　　　　　㎥）
　導入事例の省エネ量（原油換算：　　　　　　　　　　ＫＬ／年）
☐水素燃料ボイラー（換算蒸発量　　　　　Kg/h）
（水素消費量　　　　N㎥/h、想定年間水素消費量　　　　　　　㎥）
導入事例の省エネ量（原油換算：　　　　　　　　　　ＫＬ／年）
☐温水発生器
（水素消費量　　　　N㎥/h、想定年間水素消費量　　　　　　　㎥）
導入事例の省エネ量（原油換算：　　　　　　　　　　ＫＬ／年）
☐水素燃料バーナー
（水素消費量　　　　N㎥/h、想定年間水素消費量　　　　　　　㎥）
導入事例の省エネ量（原油換算：　　　　　　　　　　ＫＬ／年）

	
	【具体的な実施内容】
導入する設備の使用用途

設備等の設置場所


	国・県等の補助金
	☐　活用予定なし
☐　活用予定あり（補助制度の名称：　　　　　　　　　　　　　　）
※活用予定ありの場合、該当補助金の申請書類等を添付すること。

	市のその他の補助金
	☐　活用予定なし

	豊田市ＳＤＧｓ認証（最上位認証・上位認証）の取得状況
	☐　取得なし　☐　取得あり　☐　交付申請までに取得見込み
※取得ありの場合、認証書の写しを添付すること。


【添付書類】
☐収支予算書（様式第２号）　☐補助対象事業に係る見積書　
☐想定数値算出シート（様式第３号）（太陽光発電設備を導入する場合に限る。）　
☐事業内容を確認できる資料（企業の概要書、位置図、平面図、配置図、設備のカタログ等）
☐誓約書（様式第４号）
☐理由書（様式第５号）（市内に本店等を有する事業者以外に発注する場合に限る。）　　　　　
☐役員一覧表（様式第６号）　
☐法人の履歴事項全部証明書の写し（個人事業主にあっては開業届又は直近の確定申告書の写し）
☐定款、寄付行為、規約その他これらに類する書類
□豊田市ＳＤＧｓ認証の認証書の写し（豊田市ＳＤＧｓ認証のうち、最上位認証又は上位認証を取得している場合に限る。）
□委任状（様式第１４号又はそれと同等の内容を記載した任意の様式）（申請者が本人以外に申請を委任する場合に限る。）
